
- 1 -

令 和 6 年 3 月 27 日  

東北管区行政評価局 

総務省東北管区行政評価局は、次の行政相談を端緒に、児童扶養手当現況届の郵送で

の提出の取扱い及びその内容について実情を調査した上で、行政苦情救済推進会議(注)

の意見を踏まえ、令和 5 年 3 月 29 日、東北 6 県に対し推奨的な取組を参考連絡すると

ともに、現況届の受付窓口である管内市町村への周知を依頼しました（資料参照）。 

この度、令和 4 年度の調査対象 32 市のうち、①郵送での提出を認めていないとして

いた 18 市、②全部支給停止者は郵送での提出が可能としていた 8 市の計 26 市に対し、

令和 5 年 11 月、改めて調査を実施しました。その結果について、本日、東北 6 県に対

し連絡するとともに、現況届の受付窓口である管内の市町村への周知を依頼しました。 

(注) 行政に関する苦情事案を、民間有識者の意見をいかして解決することを目的として開催（座長：斉藤睦男（弁護士）、
令和6年3月1日付けで「東北管区行政評価局行政改善推進会議」に名称を変更） 
 詳しくはこちら⇒https://www.soumu.go.jp/kanku/tohoku/gyouseikujoukyuusaisuisinkaigi.html 

令和 4年度の調査対象 32市のうち、現況届について、①郵送での提出を認めていな

いとしていた 18 市、②全部支給停止者は郵送での提出が可能としていた 8 市の計 26

市を対象に、令和 5年 11月、その後の取扱いを調査 

行政相談マスコット 

キクーン

児童扶養手当に係る現況届の郵送での提出について 
－東北管区行政評価局行政苦情救済推進会議の意見を踏まえた 

参考連絡のフォローアップ結果－ 
 

1. フォローアップの背景（令和 4年度の動き）

 児童扶養手当の支給を受けている者は、毎年 8 月に市町村の窓口に現況届を提出し

なければならず、全部支給停止者も原則として同様とされている。私は、全部支給停止

者であるが、現況届を提出するため、平日の昼間に仕事を休んで窓口に出向いた。窓口

では、説明等は何もなく、わざわざ窓口で提出する必要性は低いのではないかと思っ

たことから、現況届について、全部支給停止者は郵送での提出も可能としてほしい。 

⑵ 行政苦情救済推進会議の意見を踏まえた調査対象 6県への参考連絡

調査結果及び行政苦情救済推進会議の意見を踏まえ、令和 5年 3月、全部支給停止

者の負担軽減を図る観点から、全部支給停止者に対する現況届の提出手続に係る推奨

的な対応例について、調査対象 6県に対して参考連絡を行うとともに、現況届の受付

窓口である管内の市町村への周知を依頼 

2. フォローアップ結果（令和 5年度）

⑴ 端緒となった行政相談 

⑴ フォローアップの概要
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図2「全部支給停止者は郵送での提出が可能」

とする市の数
（令和4年度の調査対象：32市）

当局の参考連絡
（令和5年3月）

 

 

 

 

① 現況届の郵送での提出の取扱いについて、令和 4 年度は「郵送での提出を認めて

いない」と回答した 18市のうち、12市（令和 6年度から変更予定の 1市を含む。）

（66.7％）が取扱いを変更し、全部支給停止者による郵送での提出を認めていた（図

1参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 令和 4 年度に「全部支給停止者は郵送での提出が可能」と回答した 8 市は、令和

5 年度も同様の取扱いであったため、「全部支給停止者は郵送での提出が可能」とし

ている市は、8市から 20市に増加（図 2参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 取扱いを変更した理由 

➢ 12 市いずれも、現況届の提出手続に係る推奨的な取組を示した当局の参考連絡

（令和 5年 3月）を踏まえ、全部支給停止者等の負担軽減を図る観点から変更 
 
④ 取扱いの変更後の効果等（次ページ表 1参照） 

➢ 7市が「効果があった」と回答 

 

 

⑵ 調査結果の概要 
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表 1 全部支給停止者は郵送可としたことによる効果等（複数回答） 

・ 対象者の約 40％から郵送で提出された（Ａ市）。 

・ 対象者の約15％から郵送で提出があり、記入漏れ等の不備は電話で確認した

が、負担とならなかった（Ｂ市）。 

・ 対象者が相談のため面談を希望するケースもあり、郵送での提出を認めるこ

とで全部支給停止者が取り残されるようなデメリットも少ないと感じられる

（Ｃ市）。 

・ 郵送書面の不足案内等の事務も増加したが、受給資格者における提出方法の

選択といった市民サービスの向上と、対面の時間減といった事務負担軽減の

効果があったと思われる（Ｃ市、Ｄ市）。 

・ 提出方法の選択肢を広げる観点から、取扱いを変更してよかったと思われる

（Ｅ市）。 
(注)  Ｃ市は令和 4 年度から全部支給停止者の郵送提出を認めていたが、変更後の効果は昨

年度と同様であるとの回答があったもの 
 

 
⑤ 取扱いを変更していない主な理由 

➢ 全ての受給資格者について、面談で受給資格の有無を確認する必要があるため 

➢ 他の制度において必要な手続がある場合（7 月から 8 月にかけて行うひとり親

家庭等医療費助成の更新手続）、同時に窓口で行うことができるため 

 

 

 

 

 

全部支給停止者の負担軽減を図る観点から、当局のフォローアップ結果は行政運営

の参考になると考えられるため、東北 6 県に対して参考連絡するとともに、現況届の

受付窓口である管内の市町村への周知を依頼 

 

 

 

 

 

【本件照会先】 

 東北管区行政評価局 

  首席行政相談官室 佐野、工藤 

   電話：022-262-7840 

 現況届提出者の方の負担が 

少しでも軽減されると助かるね！ 

3. 東北 6県への参考連絡 



資料
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